
４　広域行政制度、市町村制度
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中核市制度の概要

第一 制度の趣旨

指定都市以外の都市で規模能力が比較的大きな都市について、その事務権限を強化

し、できる限り住民の身近で行政を行うことができるようにするもので、平成７年４

月１日に施行された。

第二 制度の概要

（地方自治法第２５２条の２２関係）第１ 中核市の権能

１ 中核市は、指定都市が処理することができる事務のうち、都道府県が都道府県

の区域にわたり一体的に処理することが効率的な事務その他の中核市において処

理することが適当でない事務以外の事務で政令で定めるものを、政令で定めると

ころにより処理することができる。

（注）具体的には、福祉、衛生、まちづくり等の事務を処理する。

２ 中核市がその事務を処理するに当たって、都道府県知事の指示その他の命令を

受けるものとされている事項で政令で定めるものについては、政令で定めるとこ

。ろによりこれらの指示その他の命令に関する法令の規定を適用しないものとする

（注）具体的には、福祉分野について監督の特例が設けられている。

（地方自治法第２５２条の２３関係）第２ 中核市の要件

① 人口３０万人以上を有すること。

② 面積１００平方キロメートル以上を有すること。

「 」 、 。※ 昼夜間人口比率１００超 の要件は 平成１２年４月１日から削除された

（地方自治法第２５２条の２４関係）第３ 中核市の指定に係る手続

１ 中核市は、政令で指定する。

２ 自治大臣は、中核市の指定に係る政令の立案をしようとするときは、関係市か

らの申出に基づき、これを行う。

３ ２の申出をしようとするときは、関係市は、あらかじめ当該市の議会の議決を

、 （ ） 。経て 都道府県の同意 当該都道府県議会の議決が必要 を得なければならない

第三 中核市の指定状況（平成１２年４月１日現在）

全国で２７市（堺市、和歌山市など）

第四 中核市制度を巡る最近の議論

第26次地方制度調査会において、権限移譲を積極的に推進するため要件緩和につい

て議論され 「移譲される事務に関する行政需要のまとまり、これに対応する行財政能、

力、都道府県の行政サービスの効率性といった観点を踏まえ、人口50万人以上の市につ

いては面積要件を廃止することが適当」との答申がなされた。
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特例市制度の概要

第一 制度の趣旨

市町村への権限委譲を推進する観点から、行政ニーズが集中し事務処理に必要とさ

れる、専門的知識・技術を備えた組織を整備することが可能と考えられる市町村に対

し、一定の事務をまとめて委譲することができるよう、特例市制度が創設され、平成

１２年４月１日から施行された。

第二 制度の概要

（地方自治法第２５２条の２６の３関係）第１ 特例市の権能

１ 特例市は、中核市が処理することができる事務のうち、都道府県が都道府県が

その区域にわたり一体的に処理することが特例市が処理することに比して効率的

な事務その他の特例市において処理することが適当でない事務以外の事務で政令

で定めるものを、政令で定めるところにより処理することができる。

（注）具体的には、福祉、衛生、まちづくり等の事務を処理する。

２ 中核市がその事務を処理するに当たって、都道府県知事の指示その他の命令を

受けるものとされている事項で政令で定めるものについては、政令で定めるとこ

。ろによりこれらの指示その他の命令に関する法令の規定を適用しないものとする

（地方自治法第２５２条の２６の３関係）第２ 特例市の要件

人口２０万人以上を有すること。

（地方自治法第２５２条の２６の４関係）第３ 特例市の指定に係る手続

地方自治法第２５２条の２６の４の規定により、中核市の指定に関する規定が

準用されている。

１ 特例市は、政令で指定する。

２ 自治大臣は、特例市の指定に係る政令の立案をしようとするときは、関係市か

らの申出に基づき、これを行う。

３ ２の申出をしようとするときは、関係市は、あらかじめ当該市の議会の議決を

、 （ ） 。経て 都道府県の同意 当該都道府県議会の議決が必要 を得なければならない

第三 特例市の指定状況（平成１２年１１月１日現在）

全国で１０市
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